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問 合 せ 先 管理部部長 栗 田  智 代  
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株式会社 One go One wayの株式取得（子会社化）に関するお知らせ  

  

  当社は2020年８月18日開催の取締役会において、以下のとおり株式会社One go One 

wayの発行済株式総数の100％を取得し、子会社化することを決議致しましたのでお知

らせ致します。  

  
１． 株式の取得の目的  

当社は、働き方改革を更に一歩進めた『働き方革新』の推進をミッションとして、

働く社員の働きがい、やりがいを高めて“個”を機能させるコンサルティング事業を

展開しております。これは当社がこれまで通信キャリア業界で培った「変化適応力」

をもとに環境変化が激しい中においても適時に課題を解決するノウハウや人的・ITを

活用したソリューションが、他の業界ひいては日本産業全体の生産性向上、職業鍛錬

の質向上に持続的に寄与できるという考えに基づいております。 

 

一方、株式会社 One go One wayは、社名の由来でもある「一期一会」を尊び、「あ

なたと共に突き進む、あなたの決めた道を」の理念の下、2018年に設立され、携帯販

売代理店が抱える課題に対して独自のノウハウ、仕組みを完全移植できる今までにな

いワンストップコンサルティングサービスを展開しております。これまでも当社とは

協力会社の関係にあり、『働き方革新』推進の一翼を担って頂いております。 

その他にも、子供向けプログラミング教育のイベント運営支援や、訪日外国人向け

の携帯アプリによるオンライン同時通訳オペレーター事業の支援など、時代の変化に

一早く適応した事業を行っており、その「変化適応力」は当社と高い親和性を有し、

協力関係を強化することで両社の将来的な発展に寄与するものと考えております。 

 

今般、これまでの協力会社であった株式会社 One go One wayを子会社化すること

により、当社グループ全体の経営資源が補強され、顧客へさらなる有効的かつ効率的

なサービス提供が実現できることにより、「働き方革新」への取り組みが一層強力に

推進出来るものと期待しております。 

また、完全子会社化により、従来第三者取引として行っていたものがグループ間取

引となることで連結業績におけるコスト削減にも寄与すると考えております。 



２．異動する子会社の概要  

（１） 名称  株式会社 One go One way 

（２） 所在地  埼玉県さいたま市浦和区岸町４-24-７レイナール・エイ
202 

（３） 代表者の役職・氏名  代表取締役  清田 直哉 

（４） 事業内容  総合支援事業  

・コンサルティング 

・講師、アドバイザー 

・運営支援、業務代行（業務委託） 

（５） 資本金  100万円  

（６） 設立年月日  2018年６月  

（７） 大株主及び持株比率  清田 直哉    100.0%  

（８）上場会社と当該会社
との間の関係  

資本関係  該当事項はありません。  

人的関係  該当事項はありません。  

取引関係  該当事項はありません。  

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態  

  －年－月期  2019年５月期  2020年５月期  

純資産  － 百万円  １百万円  １百万円  

総資産  － 百万円  11百万円  18百万円  

1株当たり純資産 －     円 69,064円 78,147円 

売上高  － 百万円  32百万円  63百万円  

営業利益  － 百万円  ０百万円  １百万円  

経常利益  － 百万円  ０百万円  １百万円  

当期純利益  － 百万円  ０百万円  １百万円  

1株当たり当期純利益 －     円 19,064円 57,685円 

1株当たり配当金 －     円     ０円 ０円 
 

３．株式取得の相手先の概要  

（１） 氏名  清田 直哉 

（２） 住所  埼玉県 

（３）上場会社と当該個人の関係  当社と当該個人との間には、記載すべき資本関
係・人的関係・取引関係はございません。  

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況  

（１） 異動前の所有株式数 ０株（議決権所有割合 0％） 

（２） 取得株式数 20株（議決権の数 20個） 

（３） 取得価額 株式取得価額 20百万円 

 アドバイザリー費用等（概算額） 1 百万円 

 合計（概算額） 21百万円 

 第三者によるデューデリジェンス結果に基づき DCF 

法にて評価した金額で、取得価額を決定しました。 

（４） 異動後の所有株式数 20株（議決権所有割合 100％） 



  

５．日 程  

（１） 取締役会決議日  2020年８月 18日  

（２） 契約締結日  2020年８月 18日 

（３） 株式取得実行日  2020年８月 21日（予定） 
  

６．今後の見通し  

本件は、2020年９月期の業績に与える影響は軽微であります。 

以上 


